
 
 

⑶デジタル払いに関する必要な事項を説明した上で、労働者の同意を得ること 

 

 
 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

労働基準法および労働基準法施行規則に定める方法に限られています！ 

１．賃金の支払い方法とは？！ 

そもそも 

⑴ 直接労働者への通貨での支払い…現金払い【原則】 
⑵ 労働者が指定する銀行その他の金融機関における労働者本人の

預金または貯金への振り込み…預貯金口座への振込 
⑶ 労働者が指定する一定要件を満たす預り金に該当する労働者本

人の証券総合口座への払い込み…証券総合口座への払込み 

今まで 

⑷労働者が指定する

指定資金移動業者

口座への資金移動

…デジタル払い 

プラス 

⑵ 支払い先が指定資金移動業者口座であること 
【ポイント】 
厚生労働省が公表する指定資金移動業者一覧で事

前に確認してください！ 

⑴ 預貯金口座への振り込みまたは証券総合口座

への払い込みを労働者本人が選択できること 
【注意】賃金の支払いの選択肢をデジタル払い

のみ
．．

とすることは出来ません！ 

労働者からの同意の内容…同意は、書面または電磁気的記録によることが必要です！ 
イ） 口座振込み等を希望する賃金の範囲およびその金額 
ロ）労働者が指定する金融機関店舗名ならびに預金または貯金の種類および口座番号等、指定資

金移動業者の場合は、業者名、サービスの名称、口座番号、名義人、その他口座を特定するた

めに必要な情報があればその事項 
ハ） 開始希望時期 
ニ） 代替口座として指定する金融機関店舗名、預金もしくは貯金の種類および口座番号等※１ 
※１ 労働者は当該送金先となる口座番号等をデジタル払いの同意と併せて指定することが 

必要です。                        ＊赤字は、今回の改正内容 
 

説明…労働者に、デジタル払いに関する必要な事項の説明を行います。 
   （使用者が委託した指定資金移動業者が代わりに行うこともできます。） 

⑷ 事業場において労使協定を締結すること 
【労使協定の記載事項】 
① 口座振り込み等の対象となる労働者の範囲 
② 口座振り込み等の対象となる賃金の範囲およびその金額 
③ 取扱金融機関、取扱証券会社および取扱指定資金移動業者の範囲 
④ 口座振込み等の実施開始時期                ＊赤字は、今回の改正内容 
 

⑸ 資金移動は賃金の全額が、所定の賃金支払い日に払い出し得るように行われることが必要です。 

追加 

２．デジタル払い導入の要件は？！ 

その上で 

令和５年４月１日より賃金のデジタル払いが可能になります 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

≪筆者：鍋島明子≫ 

◇令和５年３月分（4月納付分）からの社会保険料について 
１．「協会けんぽの保険料率」が改定されます。 

   栃木県は、９９．００／１０００→９９．６０／１０００ 

０．６／１０００の引上げになります。 

２．「介護保険料率」が改定されます。 

１６．４／１０００→１８．２／１０００ 

１．８／１０００の引上げになります。 

 ※令和５年４月に支払日がある給与から、保険料が変更になります。 

  ３月に支払日がある給与では、保険料を変更しないようご注意願います！ 

 

◇令和５年度の任意継続被保険者の標準報酬月額の上限 
前年度から変更なしで３０万円となります。 

 

◇令和５年度の年金額改定について 
 １．年金額 ①新規裁定者（６７歳以下の方）６６，２５０円／月（７９５，０００円／年） 

       ②既裁定者 （６８歳以上の方）６６，０５０円／月（７９２，６００円／年） 
 ２．国民年金保険料 １６，５２０円／月 
 ３．在職老齢年金の支給停止調整額 ４８万円 
 
◇令和 5年度からの障害者雇用率…令和 5 年度 ２．３％（据え置き） 

令和６年度から２．５%、令和８年度から２．７%と段階的に引き上げられます。 
 
◇緊急雇用安定助成金…令和５年 3 月 31 日までの休業をもって受付を終了します。 
  雇用調整助成金の制度自体は、令和５年４月以降も継続します。 
 
◇「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（改善基準告示）が改正 
  令和６年４月１日から適用されます。 
１． タクシー運転者 

日勤の 1 カ月の拘束時間：改正前２９９時間→改正後２８８時間 
２． トラック運転者 

1 年の拘束時間：改正前３５１６時間→改正後原則３３００時間 
1 カ月の拘束時間：改正前２９３時間→改正後原則２８４時間 

３． バスの運転者 
1 年の拘束時間：改正前３３８０時間→改正後原則３３００時間 

 

＊労働者と企業の双方が希望する場合に限り利用が可能です。 
一方的にデジタル払いを強要することはできません。 

 

３．実務上の留意点 


